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１．はじめに

被疑侵害先は競業他社であり，サプライヤーチェー

ンの関係でその取引先も警告の検討対象となることが

実務上よくある。

日本では，競業他社の取引先（納入先や販売先など）

に対する知的財産権侵害の警告書を送付したものの，

後に侵害に当たらないまたは警告書の根拠となる権利

が無効となった場合，溯及効の関係でその警告書の送

付行為が，虚偽の事実を告知することに該当し不正競

争防止法が適用されると認められる場合と，その違法

性が阻却され，正当な権利行使の一環として認められ

る場合とに分かれる。正当な権利行使の一環と言える

か否かの判断基準も，多数の判例蓄積で比較的明確に

なっている(1)。

それに対して，中国では，専利法（日本の特許法，

実用新案法，意匠法に相当）が 1985 年に，不正競争防

止法が 1993 年にそれぞれ施行されたが，後に無効審

判で権利無効になることのある特許，実用新案，意匠

権を巡り，相手や取引先等への警告書の送付と不正競

争防止法の関係について，これまでに明確な法律規定

はなく，判例蓄積も少ないため，明確な実務指針はま

た確立されていない(2)。

そこで，中国最高人民法院まで争ったCR− V意匠

権侵害警告事件と，mindray 特許権侵害警告事件は，

2015 年に相次いで判決された。いずれも競業相手の

取引先への警告書送付の正当性を巡る事件だが，前者

は不正競争行為，後者は不正競争行為ではないと判断

された。最高人民法院は，これらの判決において，相
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手とその取引先へ警告書を送付する際の注意義務につ

いて，法律の適用基準と裁判所の見解を判示したの

で，本稿では，これらの事件を紹介し，警告書の送付

と不正競争防止法との関係を検討し，中国において権

利行使する際の警告書の送り方について考察する。

２．CR̶V意匠権侵害警告事件

CR− V意匠権事件は，意匠権者であるH社からの

権利侵害警告を受けて，中国現地自動車メーカーの

Ô双環自動車Öが 2003 年 10 月 16 日に H 社の意匠権

に基づく権利侵害の不存在確認訴訟を提起したのを皮

切りに，当事者のH社とÔ双環自動車Öとの間で，侵

害訴訟，無効審判，無効審決取り消し訴訟，不存在確

認訴訟，損害賠償訴訟の一連の関連係争を 12 年間に

わたり，熾烈な争いが繰り広げられ，中国において社

会的にも注目された事件である。

その中，意匠権の無効判断，意匠権と被疑侵害製品

の類比判断などそれぞれ別の判決で決着され，興味深

いものは多いが，紙面上の関係で，本稿は，警告書の

送付と不正競争防止法の関係にフォーカスして解説を

行うことにする。

（１） 事実関係及び争点

CR − V事件に係る意匠権及び被疑製品は図 1 と図

2 の通りである。なお，本稿は意匠類否論を展開しな

いため，それぞれの側面図のみを載せている。

図 1．意匠権CN01319523.9 号の側面図

図 2．被疑製品の LAIBAOS-RV 自動車

前述の通り，CR− V事件は 10 年以上に亘り，警告

から始まって，地域や審級管轄を含む手続き面におけ

る係争と，権利侵害訴訟，審決取消訴訟，不存在確認

訴訟を含む実体面における係争は数多く展開された。

本稿で取り上げるものは，これら一連の事件のうち，

競業相手及びその取引先への警告書を送付する行為が

不正競争行為に該当するか否かを争う事件で，その概

要は下記の通りである。

・事件番号：最高人民法院（2014）民三終字第 7号

・控訴人（原審原告）：石家庄双環自動車

・控訴人（原審被告）：H社

原審原告である双環自動車は，原審被告である H

社から，2003 年 9 月 18 日〜29 日の間に複数回にわた

り，意匠権侵害の警告書を受け取ったことをきっかけ

に，2003 年 10 月 16 日付けで，地元にある石家庄市中

級人民法院に権利侵害の不存在確認訴訟を提起した。

その後，地域や審級管轄の争いを経て，2014年 2月 19

日に，河北省高級人民法院が意匠権侵害の不存在を確

認した上，H社による警告書の送付，報道対応などは

合理的範囲を超え，かつ悪意的なものであり，双環自

動車の経営活動と名誉に損害をもたらしたと認めて，

H 社に 5,000 万元（約 80 億円）の損害賠償を命じ

た(3)。

その後，双環自動車と H 社の双方はこの一審判決

を不服して，共に最高人民法院に控訴したところ，最

高人民法院は，本事件における警告書の送付は，H社

による不正競争行為と認定したが，報道機関への対応

などは名誉毀損や営業上の信用毀損に該当しないとし

て，損害賠償額を 1,600万元（約 26億円）に減額した

判決を下した(4)。

なお，本事件に関係する警告書の送付及び当事者間

の交渉事実は以下の通りである。

① 第一段階におけるディーラーへの警告書送付事実

及びその内容

2003 年 9 月 22 及び 24日に，双環自動車のディー

ラー 2 社に届いた警告書の内容は，ÔH社は，貴社が

双環自動車製造の LAIBOS− RV を展示・販売して

いる事実を確認した。H 社は LAIBOS− RV 自動車

が自社所有の意匠権，登録番号 01319523.9 を侵害した

と認定している。貴社は当該車種を販売すれば意匠権

侵害行為になる。XX年 XX月 XX日に書面を以て貴

社による当該車種の販売を直ちに停止するよう要請

し，かつ XX年 XX月 XX日までに書面回答するよう

求めたにも関わらず，本日現在，貴社による回答は届
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いていないため，貴社が本事件の解決に誠意はないと

考えざるをえない。そのため，H社は貴社と双環自動

車に法的手段を取る権利を留保するÖであった。

② 第二段階におけるディーラーへの警告書追加送付

事実及びその内容

H社が，意匠権侵害されたとして双環自動車を相手

に取り訴訟を提起した後，2004年 1月 9日に，全国範

囲の双環自動車のディーラー 12 社宛てに，ÔH社は，

LAIBOS−RV自動車が自社所有の意匠権，登録番号

01319523.9 を侵害したと認識している。貴社の当該車

種を販売する行為は，本件意匠権の侵害する行為にな

る。そのため，H社は貴社に法的手段を取る権利を留

保する。Öとの警告書を追加発送した。

また，当事者間交渉としては，H社から最初の警告

書を受け取った後，双環自動車は，Ô当該車種は設計

段階であり，製造販売開始していないとした上，デザ

インがフィックスしたら H 社に連絡して見解を確認

するÖとの旨をH社に連絡した。その後，設計変更の

デザインを H 社に通告したが，依然として意匠権侵

害との連絡をH社から受け取ったとの事実はある。

ちなみに，判決文に確認された両社間の交渉事実

は，上記のもののみである。

本件において，時効の適用も争点の一つとされた

が，紙面上の関係でそれを割愛する。

原審と控訴審のいずれにおいても，Ô意匠権非侵害

となった場合，H社による警告書送付行為の正当性Ö

は争点となっていた。そして，原審と控訴審のいずれ

もそれは不法なものと認定したが，原審は民法の原則

規定を適用し，控訴審はそれを是正して，特別法であ

る不正競争防止法を適用した(5)。

（２） 当事者の主張

（2− 1）原審における主張

双環自動車は，原審において，下記の点を理由に挙

げて，自社の正当な営業活動は妨害され，名誉毀損さ

れたとして，損害賠償を求めた。

① 後に無効になった意匠権による警告書の送付は，

自社製品の発売を延期させ，損害を被った

② H社による警告書の送付，報道機関への告知など

は自社の正常な経営活動を妨害し，名誉毀損をもた

らしたため，3 年間で製造販売終了してしまい，販

売の機会を逸失し，多額な損失を被った

これに対して，原審被告であるH社は，意匠権者は

被疑侵害者に警告書を送付するのは，法に則って権利

行使するための正当な行為であると真っ向から反論し

た。

（2− 2）控訴審における主張

原審判決を受けて，双環自動車が，原審判決の損害

賠償額の算定が実際の損失額から大きくかけ離れたと

して，最高人民法院に控訴した。

それに対して，H社が，Ô権利保護を図るために，民

法及び専利法に則って，警告書の送付と報道機関のイ

ンタビュー対応は，双環自動車の名誉と営業上の信用

を毀損しておらず，不正競争行為でもないため，何ら

損失をもたらしていないÖと答弁した上，下記の点を

主張して，原審判決の事実認定と法律適用に誤りがあ

るとして，最高人民法院に控訴した。

① Ô原審判決の認定した悪意の下で双環自動車への

名誉毀損と正当な経営活動の妨害は，事実根拠と法

的根拠の欠けたもので，警告書の送付は，法に則っ

て正当な権利行使であって，合理的な範囲も超えて

おらす，悪意もなく相手への損害ももたらしていな

いÖ

② Ô異なるディーラーが実施した侵害行為は，それ

ぞれ独立したもので，それぞれのディーラーに警告

書を送付するのは正当な権利行使であるÖ

そして，H社の上記控訴に対して，双環自動車は，

ÔH社による一連の行為は，明らかな悪意があり，不

正競争行為に該当し損害をもたらした。また，H社の

警告書発送による権利行使は，法的根拠はないÖと答

弁した。

（３） 原審法院の判断

原審法院である河北省高級人民法院は，同日判決の

別件判決で，警告書に係る被疑侵害製品は当該意匠権

の侵害に当たらないとの判決を下した。そして，本件

判決で H 社の警告書送付及び報道機関への対応など

は双環自動車に損害をもたらしたと認定し，賠償する

ようと命じた(6)。

警告書の送付については，原審法院は，ÔH 社は

2003 年 9 月 18 日〜2003 年 10 月 15 日の間，8回にわ

たり双環自動車に警告書を送付した上，特に 2003 年

11 月 24日に双環自動車の被疑侵害について北京市高

級人民法院に提訴したにも関わらず，その後も，双環

自動車の全国各地のディーラーに警告書を送付した行
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為は，明らかに専利法とその他法律規定の合理範囲を

超えたÖと指摘し，違法性を認めた。

しかし，ここで具体的な条文根拠を明示しないま

ま，H社による警告書の送付は不法行為と断定し，ま

た，証拠や説示がないのに H 社の報道機関への対応

は悪意のあるものと認定したのは，正当性の欠けるも

のと思われる。

そして，損害賠償額については，原審では，自動車

の販売を左右する要素は他にもあると認めながらも，

H 社による警告書送付や報道機関の対応は双環自動

車の販売数減少と一定の因果関係はあるとして，酌量

で損害賠償額を 5,000万元と判決した。

なお，この原審の段階では，当事者双方や裁判所の

いずれも，双環自動車及び取引先であるディーラーへ

の警告書送付が不正競争防止法との関係について全く

議論しておらず，判決文は損害賠償の法的根拠を【民

法通則】第 106条 2項とした(7)。

（４） 最高人民法院の判断

（4− 1）製造元に警告書送付の正当性

最高人民法院は，まずは警告書の送付時期を，侵害

訴訟提訴前に双環自動車とディーラー 2社に送る第一

段階と，侵害訴訟提訴後にディーラー 12 社に追加で

送る第二段階にそれぞれ分けて事実関係を整理した

上，双環自動車に警告書を送るのは，権利者による正

当な権利行使の一環であり，法律にも禁止されていな

いため，双環自動車によるÔ侵害訴訟の判決前に警告

書を送付できる法的根拠がないÖとの主張を退いた。

その上，H社が第一段階における双環自動車への警

告書送付及びその後の両社間交渉事実からみて，Ô警

告書の内容は双環自動車にとって明確なもので，双環

自動車の生産中止，発売遅延及びデザイン改変による

損失は，双環自動車が侵害警告に対するビジネスリス

クについての自社判断であり，自ら負うべきであるÖ

と判示し，H 社が侵害訴訟提訴前に送付した警告書

は，正当な権利行使の措置と認定した上，警告書を受

け取った被疑侵害者の対応は自らの判断であり，それ

に伴う損失はリスク回避するためのもので損害賠償を

求めるべきではないとの判断を示し，双環自動車の生

産中止，発売遅延及びデザイン改変による損失の請求

を退いた。

また，最高人民法院は判決文において，警告書を送

付する際の注意義務として，Ô権益を主張するための

行動を取る際に，公平な競争秩序の維持を留意して，

侵害警告の濫用及び競争相手の利益を害することを避

けるべきであるÖと指摘した上，Ô警告書内容の充実

度，侵害判明の明確度を中心に，権利者は警告書を発

送する際に，判明した具体的な侵害事実に基づき，警

告を受ける行為が権利侵害に該当するか否かについて

注意義務を果たし，侵害の具体的な事実を十分考慮，

検討した上で行わなければならない。侵害警告の内容

は漠然或いは概略なものとならず，権利者の身分，権

利の有効性，権利の保護範囲及び，警告が受けた行為

が侵害に該当すると判断するために必要な情報などを

告知しなければならないÖとも説示して，送り先に関

係せず一定程度の注意義務は必要と判示した。

（4− 2）取引先に警告書送付の正当性

そして，競業相手の取引先への警告書送付について

は，最高人民法院は，警告書の発送先によっては，注

意義務の程度が異なると指摘した上，Ô警告対象とな

りうる製造元の取引である販売者，輸入者或いは製品

の使用者は，権利者が取引をしたいクライアント先で

もある。これらの関係者は通常，侵害するか否かの判

断能力は比較的低くて，被疑侵害についての具体的な

情報は少ない。また，これらの関係者は製造元と異な

り，リスク回避の意識が高くて侵害警告を受け入れ易

いため，係る製品の販売中止，返品に動き警告された

行為を中止するために製造元との取引を拒む可能性が

ある。そのため，これらの関係者を警告する行為は，

製造元の販売中止そして係る製品の競争秩序乱れを招

き易いÖと説示し，販売先に警告書を送付する際に，

警告された行為が侵害に該当するか否かを特定するた

めの情報開示義務は，製造元へ警告する場合より高い

との見解を示した。

そして，このような基準の下で，本件におけるH社

による警告書の内容について，最高人民法院は，Ô警告

書は係る意匠権の名称，被疑侵害製品の名称及び警告

先の被疑侵害行為の状況のみを記載し，意匠権類似と

主張する具体的な理由或いは対比検討を開示しておら

ず，H社と双環自動車の両方が裁判所に司法による救

済を求めたことなど，販売先が客観的・合理的に警告

を受けた行為を中止すべきかの判断に利用できる事実

も告知していないÖと警告書の内容が不明確であると

指摘した。

さらに，最高人民法院は，ÔH社が侵害事実に関す
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る更なる証拠がないにも関わらず，製造元へ警告する

場合と同様な注意義務を以て，第二段階に内容の不明

確な警告書を広範囲に発送することは，合理的な注意

義務を尽くしたとは言えず，不正競争防止法第 2条の

規定を違反したものであるÖと判断し，H社による第

一段階での製造元への警告書発送の合法性を認めた

が，第二段階での取引先への警告書送付は，不正競争

行為に該当すると認定した(8)。

そして，警告は権利行使の一面と競争相手を貶めて

取引先及び取引機会を獲得する一面もあると指摘した

上，Ô自らの市場競争における優位性確保または競争

相手の優位性を損なうために，権利者は正当でない方

法で侵害警告を濫用し，競争相手の合法的権益に損害

を与えた場合，相応な責任を負わなければならないÖ

として，ÔH社は競争目的で，第二段階に警告書の発

送対象と範囲を拡大し，権利行使する際の注意義務を

怠り，警告書において警告を受けた者に警告された行

為を中止すべきかの判断に関する重要な事項を告知し

ていないため，双環自動車に損失を与え，過失は認め

られるÖと指摘し，不正競争防止法第 20条に基づき，

双環自動車に損害賠償をしなければならないと判断し

た(9)。

損害賠償額については，双環自動車自身への損害を

認めずに，酌量で原審より約 1/3 まで大幅に減額し，

1,600万元と判決した。

（4− 3）不正競争防止法の適用について

最高人民法院は，原審の法律適用に誤りがあるとし

て，不正競争行為と認定した事実について，民法では

なくて不正競争防止法を適用して二審判決を下した

が，判決の根拠とされる条文は総則の不正競争防止法

第 2条と罰則規定の第 20条で，具体的な不正競争行

為として掲げられる不正競争防止法の条文を適用しな

かった(10)。

中国不正競争防止法第 14 条の適用要件は，Ô過失Ö

含まれずÔ故意Öのみとする説(11)，Ô故意ÖまたはÔ過

失Öとする説(12)，そして条文ではÔ故意Öは読み取れ

るが，過剰にÔ故意Öと捉える必要がないとする説(13)

など諸説があり，実は定説がない。そして，本件にお

ける最高人民法院が不正競争防止法第 14 条の適用を

避けたのは，このÔ故意・過失Öに係る法的適用要件，

そして，本件におけるのÔ故意・過失Ö有無の判断を

避けたい思惑があったのではないかと考えられる。

３．Mindray 社特許権侵害警告による不正競争事

件

（１） 事実関係及び争点

本事件は，本社を深せん市に置く中国大手医療機器

メーカーである Mindray 社が，同業他社の理邦社を

相手に取り，特許権侵害訴訟を提起した際に，理邦社

の複数の代理店にも警告書を送付したため，その警告

書の送付は不正競争行為に該当するか否かを争点とさ

れた事件である(14)。

主な事実関係は以下の通りである。

・2011 年 4月 8日，22 日，Mindray 社が 23 件の特許

権が侵害されたとして，深せん市中級人民法院に提

訴

・2011 年 6 月 23 日，6月 27日，Mindray 社が理邦社

代理店の 5社に警告書を発送

・2012 年 5 月 18 日，深せん市中級人民法院が上記提

訴案件のうちの 1件について，侵害と認定した一審

判決を下す

・2014年 6 月 23 日，広東省高級人民法院が上記一審

判決を維持し，確定判決

・上記 23 件提訴のうち，Mindray 社が 2012 年 6 月に

1件，2014年 6月に 11 件を取り下げ

・Mindray 社による警告書の送付は不正競争行為に該

当しないと認定した広東省高級人民法院の二審判決

を不服して，理邦社が再審請求

・2015 年 5 月 9 日，再審事由は成立しないとして，最

高人民法院は請求棄却

なお，2011 年 6 月 23 日及び 6 月 27日にMindray 社

から相手の代理店に送付された警告書の主な内容は，

下記の通りである。

① 特許権番号を列挙した上，Mindray 社は血圧計，

エコー，呼吸監視装置に係る複数の特許権を所有

し，理邦社製造販売の複数の製品は，これら特許権

に抵触し特許侵害行為は構成されると思われる。

② Mindray 社は，侵害行為の差し止めと損害賠償を

求めて，既に特許権侵害訴訟を深せん市中級人民法

院に提起しており，裁判所にも受理された。

③ Mindray 社の許諾なしに，これら製品の販売及び

販売の申し出行為は，Mindray 社の特許権を侵害す

る行為となるため，法的責任がある。

警告を受けた者は，これら製品の販売及び販売の申

し出行為を直ちに停止するように求める。そうでなけ
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れば，Mindray 社が法的手段を取る用意がある。

（２） 当事者の主張

（2− 1）再審請求人の主張

再審請求人である理邦社は，以下の点を主張して，

Mindray 社の提訴及び警告書送付は，不正競争行為に

該当するとして，原審の確定判決を取り消すよう求め

た。

・Mindray 社が後に 11 件の訴訟を取り下げたことか

らみて，競争相手を誹謗する目的で悪意のある訴訟

と言える。

・Mindray 社の警告書は事実と法的根拠欠如のまま，

内容は漠然としているため，商業上における信用の

毀損を齎す故意がある。

・確定判決の前に，Mindray 社によるÔ権利侵害Öの

主張は，虚偽の事実を捏造することであり，代理店

への警告行為はそれを流布することになり，不正競

争防止法違反である。

（2− 2）再審被請求人の主張

再審請求人の上記主張に対して，被請求人の

Mindray 社は，下記のように答弁した上，再審請求を

棄却するよう求めた。

・Mindray 社による提訴及び警告書の発送は，あくま

でも正当な権利行使であり，悪意のある訴訟ではな

い。

・警告書では，虚偽の事実を捏造・流布することはな

いため，信用上の毀損にならない。

・一部訴訟を取り下げたことは，警告書に挙げた侵害

事実を否定することではない。

（３） 原審法院の判断

原審の一審法院である深せん市中級人民法院は，不

正競争防止法第 14 条の適用は，虚偽の事実を捏造・流

布し，相手の商業上における信用を毀損したか否かが

要件と確認した上，本件における Mindray 社による

代理店への警告書送付は，提訴後に行われ，内容も代

理店の被疑侵害行為を指摘したもので，虚偽の事実は

見られないと認定した。また，警告書は代理店のみに

送付し一般公開していないため，理邦社の商業上にお

ける信用を毀損する故意は認められないとして，理邦

社が主張した不正競争行為に該当する請求を棄却し

た。

また，二審法院である広東省高級人民法院は，一審

の上記判断を認め，下記の点を付け加えて理邦社によ

る控訴を退いた(15)。

・警告書に記載された内容は客観的な事実であり，虚

偽の内容はなく，警告書の表現も失当なところはな

い。

・警告書の送付対象が理邦社の代理店に限定され，こ

れら被疑侵害品の販売先に警告を告知することは，

正当な権利行使である。

（４） 最高人民法院の判断

原審の一審，二審法院では，警告書を送付する際の

注意義務等に付いて一切触れず，取引先への警告書送

付は，あくまでも正当な権利行使と認め，不正競争行

為に該当しないと認定した事に対して，最高人民法院

は，このような認定は，十分な説示はなく簡略しすぎ

るものと指摘したが，結論に失当なところは見いださ

ないことを理由に，原審判決は維持すべきとして，再

審請求を棄却した。

最高人民法院は棄却裁定で，まず，警告書の性格に

ついて，Ô警告書による告知は，権利行使する行為とし

て権利の主張と保護に利用される一面もあり，市場競

争行為としてビジネス競争または不正競争手段として

利用される一面もある。正当な権利行使と不正競争行

為の区別は，権利保護と公平な競争秩序維持の比較衡

量に関するものÖと説示し，警告書の送付自体はまず

不正競争手段の一つになり得ると指摘した。

その上，警告書の送付行為は不正競争行為に該当す

るか否かの判断基準について，Ô警告書発送の具体的

な情状と法律規定に照らして，警告は正当な権利行使

かそれとも不正競争行為かを判断すべき。（中略）通

常は権利の状態，警告内容と送付の目的，対象，方法，

範囲など諸般の要素から総合して判断するÖ，より具

体的には，Ô警告内容は被疑侵害に関する情報を十分

開示したか，その内容の信憑性について必要な注意義

務を果たせたか，発送範囲を不当に拡大したか，不適

切な方法で送付したかÖも判決文で列挙し，提訴の有

無や確定判決の結論は判断基準ではないと判示した。

そして，本件について，ÔMindray 社による警告書

の送付は，有効な特許権に基づき，かつ発送対象は被

疑侵害品取扱う特定の代理店であることから，専利法

11条によれば，業としての販売，販売の申し出行為が

権利侵害に該当し代理店も被疑侵害者になるため，代

中国における警告書の送付と不正競争防止法の関係について

パテント 2017Vol. 70 No. 1 − 73 −



理店への警告書送付は，正当な権利行使で不当に他人

の利益を害するまでと言えないÖとして，権利行使を

目的に相手の取引先への警告書送付は，特段に問題な

いと指摘した。

その上，取引先へ警告書を送付する際の注意義務に

ついて，最高人民法院は判決文において，Ô競争相手の

取引先は特許権侵害有無の判断能力が比較的低い，リ

スク回避意識が比較的高い，侵害警告の影響を受け易

いことを考慮して，競争相手の取引先に警告書を送付

する際の注意義務はより高度なものは必要であるÖと

指摘したが，本件における取引先への警告は，製造元

への訴訟を提起後に行われており，上記の注意義務も

果たせたとして，問題ないと認定した。

さらに，本件における一部の特許が後に無効され，提

訴は取り下げたことは虚偽の事実の捏造・流布に該当

するかについて，最高人民法院は係る諸事情を総合分

析する必要があると指摘し，Ô特許権自身の安定性は

相対的であることを考慮して，後に無効されることは

権利者にとっても必然に想定できると言えないため，

後に無効されたことを根拠に，権利存続時の権利行使

の正当性を否定することができない，これだけを以て

虚偽の事実の捏造・流布と認定できないÖとして，後

に無効されたとしても，直ちに虚偽の事実の捏造・流

布を構成することがないとの見解を示した。

そして，本件に照らして，最高人民法院は警告書に

挙げた 12ヶ被疑侵害品のうち，11ヶが侵害判決受けた

ことを指摘し，Mindray 社による警告書の送付は比較

的高等な注意義務を果たしたと言えるため，後に無効

された特許権と一部訴訟取り下げたことを理由に，虚

偽の事実の捏造・流布と認定するのは適当ではないと

判示した。

なお，警告前の調査義務については，最高人民法院

は，特許権の不安定性と侵害判定の高度な専門性か

ら，権利者は権利侵害事実について相当の確実性を持

たなければならないと指摘しながらも，その確実性に

ついての過度な要求は，権利者にとって酷なことであ

り，警告制度活用の妨げともなるため，すべきもので

はないとも説示し，警告前に周到な無効事由調査や有

効性の検討は，権利者に課すべきでないとの見解を示

した。

４．考察

（１） 警告と不正競争防止法との関係

日本では，自社の知的財産権を侵害する相手の取引

先等に警告書を送付したものの，後に侵害に当たらな

いまたは警告書の根拠となる権利は無効となった場

合，その警告書の送付行為がÔ虚偽の事実Öの告知と

なり，不正競争防止法第 2条第 1項第 15号の条文上

の要件を満たし，まずは外形状に不正競争行為に該当

するとして違法性が判断され，その次は違法性の阻却

事由の有無について判断され，違法性の阻却事由は認

められるか否かによって，正当な権利行使か不正競争

防止法違反かに分かれる(16)。

そして，中国では，日本法第 2条第 1項第 15号条文

上の文言とほぼ同様で，【中国不正競争防止法】第 14

条Ô虚偽の事実を捏造，流布し，競争相手の商業上の

信用，商品上の信用を害してはならないÖはあるもの

の，不正競争防止法の適用における法律論の考え方並

びに要件の認定は，日本と相当異なる。

中国では，CR− V意匠権警告事件の最高人民法院

判決から分かるように，後に侵害に当たらなくても，

不正競争防止法上のÔ虚偽の事実Öと認定されない。

警告書送付する際の注意義務を怠り不明確な警告内容

であったことを理由に，不正競争防止法を適用させ

た。また，Mindary 特許権警告事件では，係る諸事情

を総合分析する必要があると指摘しながらも，無効に

なったことで，直ちにÔ虚偽の事実Öの告知に該当す

るまでとは言えないとの見解は示された。

そして，Ô虚偽の事実Öの有無について，警告書の内

容，送付の経緯や送付行為自体について虚偽のものは

ないかを中心に判断している様子がこれらの判決から

映し出されている。

また，Ô故意・過失Öは不正競争防止法適用の要件か

についても，日中間の相違は見られる。日本では，不

正競争防止法第 4条の関係で過失も損害賠償責任はあ

るため，権利者のÔ過失Öの有無について検討される

が，中国は前述のように，Ô故意・過失Öの要件性につ

いて諸説はあり共通認識されていないため，実務上の

判決もそれを避けて，特に無効事由などについての

Ô過失Öの有無は判断されないことが多い。

（２） 正当な権利行使と言えるために

前述のように，日本では，競争相手の取引先への警

告書送付は正当な権利行使と言えるか否かは，警告文
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の形式，文面，警告に至るまでの競争相手との交渉経

緯，警告書の配布時期，期間，配布先の数，範囲，取

引先の業種，事業内容，競争相手との関係，取引形態，

被疑製品への関与形態，訴訟対応能力，警告書受け

取った後の対応などの諸般の事情を総合して判断され

る(17)。

また，警告する際に通常必要とされる事実調査及び

法的検討の注意義務も課せられている(18)。

一方，中国では，最高人民法院がこの二つの事例で

判示したように，Ô権利の状態，警告内容と送付の目

的，対象，方法，範囲など諸般の要素から総合判断す

るÖとしながら，競争相手の取引先は侵害有無の判断

能力が低いこと，被疑侵害についての具体的な情報が

少ないこと，そしてリスク回避意識が比較的高くて侵

害警告の影響を受け易いことを挙げて，取引先の動き

が係る製品の競争秩序の乱れを招き易いことを理由

に，これらの取引先を警告する場合は，製造元への警

告する場合より，高度な注意義務は必要であると判示

した。

そして，高度な注意義務を果したと言えるために

は，警告内容が詳細かつ充実で，権利の属する範囲や

被疑侵害に関する情報，係る審判や裁判の状況などを

含み，取引先が自ら警告を受けた行為を中止するか否

か判断できるレベルまで，明確かつ客観的なものでな

ければならないと最高人民法院は判決文で指摘して，

警告書に開示される情報の充実度，そして明確性・客

観性を重視するとの見解を示した。

一方，権利自体の安定性，侵害対比結果の確実性に

ついての事前調査・検討義務について，最高人民法院

はいずれの判決においても，事前調査・検討は権利者

にとって酷なことを理由に，これらの義務を権利者に

課すべきでないとの考えを示した。この点について

は，次節で考察を行う。

（３） 権利安定性や事前調査についての注意義務

CR − V事件では，最高人民法院は，権利侵害有無

の判定は専門性を要する高等なものとして，侵害該当

性の事前検討を権利者に要求するのは酷なものである

と指摘し，警告前に H 社が権利安定性や侵害有無に

ついて検討を行ったか否かは全く不問とした。

また，Mindray 特許権事件では，最高人民法院は同

様に，Ô警告書は権利侵害事実について相当の確実性

を持たなければならない，しかし，その確実性につい

ての過度な要求は，権利者にとって酷なことÖとして，

無効事由の有無や権利侵害対比についての事前検討義

務は権利者に過度に求めるべきでないとの考えを示し

た。

それに対して，日本では，無審査で登録される実用

新案に基づいて権利行使する際に，法律上高度の注意

義務は課されているが，審査官が審査した上で権利付

与をうけた特許について，権利は有効なものという推

定は働くため，警告する前に必要な事実調査，法律的

検討は必要とされるが，権利行使する際の無効事由の

再調査は権利者に酷であるとする見解は一般的で，無

審査の実用新案と実体審査ありの特許の扱いは異なる

ものであった(19)。

一方，中国では，無審査で登録を受ける実用新案や

意匠でも，権利行使する際に，格別な制限を課される

ものではない。CR − V 事件判決で示されたように，

無審査登録の意匠権が侵害されたとして，製造元やそ

の取引先に警告書を送付する際にしても，無効事由の

有無や侵害対比についての事前調査・検討義務は格別

に問題視されているわけではない。

この点は，法制度上における日中間の大きな相違点

であると考える。

５．今後の実務に与える影響

競争相手への警告行為は不正競争防止法との関わり

について，法律論の考え方及び不正競争防止法適用の

基準，そして警告を発する権利者側の注意義務など実

務的な指針は，日本が判例の蓄積は豊富なため，比較

的明確になっている。それに対して，中国は明文規定

がない上，関係判例が少なくて明確な実務基準が示さ

れていないのは現状である。

そこで，中国最高人民法院は，2015 年に相次いで判

断された CR − V 意匠権事件とMindray 特許権事件

において，競争相手の取引先に警告書を送付する場合

は，後に無効や非侵害になったことはÔ虚偽の事実Ö

に該当するわけではなくて，その送り方次第で不正競

争行為に該当する可能性があると明確に指摘した上，

その取引先へ警告する際の注意義務は，製造元へ警告

する際より高いものとの見解を示して，その注意義務

を怠ったとされた場合，不正競争防止行為と認定され

る可能性があると判示した。

そして，今まで明示されていなかったÔ競業者の取

引先へ警告書を送付する際に，不正競争行為とならな
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いための考慮要素Öについて，これら最高人民法院の

判決では，取引形態，発送時期，範囲，係る訴訟進行

との関係，権利範囲の明示，被疑侵害の詳細情報，侵

害認定及び侵害行為停止要否の検討に関するその他必

要な情報などを列挙し，警告内容の明確性・客観性を

重視すると裁判所の考え方を示した。

最高人民法院はこの二つの判決を通じて，今まで明

確でなかった競業相手の取引先へ警告書送付する際の

ガイドラインを判示したことは，今後，権利行使を検

討する際の貴重な参考指標として，大いに評価に値す

るものと考える。

競争相手の取引先に警告する行為は，果たして正当

な権利行使なのかそれとも不正競争行為なのかは，

個々の事例で判断される面が多くて，一律判断するの

は決して容易なことではない。今後も引き続き，関連

判決の動向を注目して行きたいと考える。そして，更

なる判例蓄積・検討を積み重ねて行くことで，実務に

おける判断指針がより明確になっていくことを期待し

たい。

６．おわりに

前述のように，日中両国において，競争相手の取引

先に対する知的財産権侵害の警告書送付行為が，不正

競争防止法との関係で，正当な権利行使の一環である

と認められる場合と，不正競争行為と認められる場合

とに分かれることは，見かけ上一致するが，その背後

にある法律論の考え方，不正競争防止法適用の基準，

そして警告を発する権利者としての注意義務など実務

的指針は異なる点が多いことは分かる。

そこで，本稿は中国最高人民法院の最新判決の紹

介・解説を通じて，日中間の相違点を比較しながら，

中国における競業相手の取引先に警告書を送付する場

合，不正競争行為に触れず正当な権利行使と言えるた

めの実務基準について検討を試みた。本稿の検討は皆

さまの中国における権利行使の場にご参考できれば幸

いである。
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